【様式第 4- 1】
施設運営の基本方針
１　理念及び基本方針
センターの管理運営にかかる理念及び基本方針について、センターの性格、機能及び役割やプライバシーへの配慮等利用者側の視点を考慮するとともに、指定の予定期間が10年間であることを踏まえた長期的な視点に立って記入してください。
	


２　利用者処遇の方針
利用者処遇にかかる理念及び基本方針を記入してください。
	


【様式第 4- 2】
職員配置及び人材の確保・育成計画
１　職員の配置の考え方
サービスの質の確保と経営の効率性等の観点から、職員配置についての基本的な考え方を記入してください。
	


２　職員の配置計画
各表において、必要な職種に応じ、行の追加・削除を行ってください。
なお、名古屋市からの派遣職員を配置する場合、当該職種について記入する必要はありません。
(1) 管理業務に関する職員配置計画
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたり
の給与等
年　　額

	センター長
	
	
	
	
	
	
	
	

	副センター長
	
	
	
	
	
	
	
	


障害者支援施設（介助犬・聴導犬の相談・認定を含む）
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	医師
	
	
	
	
	
	
	
	

	看護師（准看護師）
	
	
	
	
	
	
	
	

	理学療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	作業療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	生活支援員
	
	
	
	
	
	
	
	

	就労支援員
	
	
	
	
	
	
	
	

	視覚支援員
	
	
	
	
	
	
	
	

	臨床心理士
	
	
	
	
	
	
	
	

	調理員
	
	
	
	
	
	
	
	

	ソーシャルワーカー
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


附属病院（高次脳機能障害支援、リハビリテーションに関する調査、研究等を含む）
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	医師
	
	
	
	
	
	
	
	

	看護師（准看護師）
	
	
	
	
	
	
	
	

	薬剤師
	
	
	
	
	
	
	
	

	理学療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	作業療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	言語聴覚士
	
	
	
	
	
	
	
	

	臨床心理士
	
	
	
	
	
	
	
	

	診療放射線技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	臨床検査技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	放射線工学技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	医療化学技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工学技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	ソーシャルワーカー
	
	
	
	
	
	
	
	

	管理栄養士
	
	
	
	
	
	
	
	

	調理員
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


介護保険サービス
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	医師
	
	
	
	
	
	
	
	

	理学療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	作業療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	ソーシャルワーカー
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


補装具製作施設
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工学技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	義肢装具士
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


地域リハビリテーション
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	理学療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	作業療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	ソーシャルワーカー
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


身体障害者福祉センター（福祉スポーツセンター、高齢者スポーツ、センターの管理部門）
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたり
の給与等
年　　額

	管理部門の責任者
	
	
	
	
	
	
	
	

	体育指導員
	
	
	
	
	
	
	
	

	保健師
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


(2) 付帯事業に関する職員配置計画
プラザ事業
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	施設長
	
	
	
	
	
	
	
	

	理学療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	作業療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ工学技師
	
	
	
	
	
	
	
	

	ソーシャルワーカー
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


西部リハビリ事業
	職　種
	職員数
	専任
兼任
	常　勤
非常勤
	週休
	勤務
時間
	勤務
年数等
	資格等
	１人あたりの
給与等年額

	施設長
	
	
	
	
	
	
	
	

	医師
	
	
	
	
	
	
	
	

	理学療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	作業療法士
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　職員の採用計画
専門性とサービスの質を確保するための、採用に関する基本的な考え方を記入してください。
	採用の方針
	

	欠員時の職員補充の方法
	


４　人材育成・職員研修
人材の育成に関する基本的な考え方、及び職員研修等の実施又は参加の計画を記入してください。
	


５　福利厚生・健康管理
職員の福利厚生や健康管理のための取り組みを記入してください。
	


【様式第 4- 3- 1】
リハビリテーションの実施計画（センター）
以下について基本的な考え方、取り組み、定員（附属病院の病床数を除く）を含む事業規模や事業内容を詳細に記入してください。また、新たな取り組みに関する提案があれば、あわせて記入してください。
１．リハビリテーションの総合性・専門性・一貫性を確保するための方策
	


２．障害者支援施設に関する事業計画
	


３．附属病院に関する事業計画
	


４．介護保険サービスに関する事業計画
	


５．補装具製作施設に関する事業計画
	


６．高次脳機能障害支援に関する事業計画
	


７．福祉スポーツセンターに関する事業計画
	


【様式第 4- 3- 2】
事業の実施計画（プラザ事業）
以下について基本的な考え方、取り組み、事業規模や事業内容を詳細に記入してください。また、新たな取り組みに関する提案があれば、あわせて記入してください。
１　福祉用具の展示・相談
	


２　介護実習・研修会等の開催計画
	


３　福祉用具、介護技術等に関する情報の収集および提供
	


【様式第 4- 3- 3】
事業の実施計画（西部リハビリ事業）
　以下について基本的な考え方、取り組み、事業規模や事業内容を詳細に記入してください。また、新たな取り組みに関する提案があれば、あわせて記入してください。
１　利用者に提供するリハビリテーションの内容
	


２　関係機関との連携
	


【様式第 4- 4- 1】
利用者数増加及びサービス向上策（センター）
利用者数及び利用者満足度の向上のための基本的な考え方や取り組みについて詳細に記入してください。
１　利用者数増加のための取り組み
	


２　利用者満足度の向上のための方策
	


【様式第 4- 4- 2】
利用促進及びサービス向上策（プラザ事業）
利用促進及びサービス向上のための基本的な考え方や取り組みについて詳細に記入してください。
１　利用促進のための取り組み
	


２　サービス向上のための方策
	


【様式第 4- 4- 3】
利用者数増加及びサービス向上策（西部リハビリ事業）
利用者数を増加させるための基本的な考え方や取り組みについて詳細に記入してください。
１　利用者数増加のための取り組み
	


２　サービス向上のための取り組み
	


【様式第 4- 5】
リハビリテーションの中核施設としての運営方針
リハビリテーションにおける中核施設としての役割についての基本的な考え方や取り組みについて詳細に記入してください。
１　地域との交流や連携
	


２　リハビリテーションに関する調査・研究
	


３　関係機関との調整・連携
	


【様式第 4- 6】
施設管理の実施計画
１　施設保守管理の考え方と取り組み
	


２　施設内における会計管理体制の考え方と取り組み
	


３　安全管理体制及び非常災害対策
防犯・防災対策、緊急時の対応、事故発生の防止体制、避難訓練の実施など非常災害への対応等について記入して下さい。
	


４　感染症、食中毒及びまん延防止のための措置
	


５　個人情報保護のための措置
	


６　苦情解決の方針
	


７　市民の平等利用の方針
	


